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２０１７年８月２５日

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 事務局

第２０回調整力及び需給バランス
評価等に関する委員会 資料２

２０１７年度（２０１８年度向け）調整力公募における
電源Ⅰ・Ⅰ´の必要量について



2本日の内容

 一般送配電事業者が電源Ⅰの公募調達を行うに当たり、広域機関は、一般送配電事業者が募集量を設定す
る際の基本となる考え方を示す必要がある。

 ２０１７年度の調整力公募における電源Ⅰ・電源Ⅰ´の必要量の考え方等についてご議論いただきたい。

（１） 電源Ⅰ必要量の基本的な考え方について

（２） 電源Ⅰ必要量の算定について

（３） 電源Ⅰ必要量について（沖縄エリア以外）

（４） 電源Ⅰ必要量について（沖縄エリア）

（５） 電源Ⅰ´必要量について

（６） 周波数制御機能付き調整力（電源Ⅰ－ａ）必要量算定の考え方について

４．公募調達実施時
（１）調整力の必要量に関連する事項

① 調整力の必要量の設定について
（電源Ⅰ）

一般送配電事業者は、調整力の公募調達を行うに当たり、その必要量（募集量）を定めて、公表する必要がある。
調整力の必要量は、本報告書の策定時点では、電力広域的運営推進機関（以下「広域機関」という。）において議論
が進められており、その結果を基本として各一般送配電事業者が設定することとなる。

（参考） 一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る考え方より

http://www.meti.go.jp/press/2016/10/20161017002/20161017002-1.pdf



3調整力公募スケジュール

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

調整力公募
落札者との
契約協議

公
表

入札書
審査・
落札者
選定

入札
募集

要綱案
見直し

要綱公表
意見募集

委員会
(8/25)

委員会
(9/8)

２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度

対象期間

<<調整力公募スケジュール>>

※ 一般送配電事業者の募集要綱案をもとに作成

需給調整市場創設

募集量の
決定

公募

<<公募対象期間>>
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（空白）
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（１） 電源Ⅰ必要量の基本的な考え方について



6電源Ⅰ必要量の基本的な考え方について

上げ調整力
必要量

実需給断面で必要
となる上げ調整力

（Ｂ）

偶発的需給変動対応
の必要供給予備力

必要供給
予備力の量

（Ａ）

 電源Ⅰについては、供給信頼度を一定以上に保つために必要な供給予備力（偶発的需給変動対応の必要供
給予備力）として確保する考え方と、実需給断面で必要となる調整力を確保する考え方があり、２０１６年度の
調整力公募における電源Ⅰ必要量を決めるに当たって議論いただいた。

 ２０１７年度の調整力公募においても、前年度の考え方を踏まえ、電源Ⅰは実需給断面で必要となる調整力と
して確保するものと考え、電源Ⅰ必要量は実需給断面で必要となる上げ調整力（Ｂ）を算定して判断することと
したい。

 なお、必要供給予備力の量（Ａ）との大小関係において、（Ａ）＞（Ｂ）の場合、供給計画取りまとめ等の結果とし
て必要な予備力（「Ａ－Ｂ」の予備力など）が確保できていない場合には電源入札等（廃止電源の維持を含む）
により対応することを前提に、電源Ⅰ必要量においては予備力確保の観点は特段考慮しないこととし、「電源
Ⅰ＝Ｂ」とする（第７回委員会で提案した基本的な考え方と同じ） 。

※ 「Ａ－Ｂ」の量が予備力として不要なのではなく、実需給断面で一般送配電事業者が調整力として活用できる（発電機が
並列されているなど３０分コマ内で応動できる）状態の電源等を確保しておく必要がない。

供給計画取りまとめ等の結果と
して予備力が不足する場合、電
源入札等により対応することを
前提に電源Ⅰでは考慮しない

電源Ⅰ必要量の
判断基準とする

（Ａ）＞（Ｂ） （Ａ）＜（Ｂ）
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実需要※１GC時点
小売需要予測※１（総和）

電源Ⅱ余力

電源Ⅲ余力

小売電気事業者

調達分

需要予測誤差

上げ調整力
必要量

一般送配電事業者が
活用できる

一般送配電事業者が
活用できない

実需給断面で必要となる上げ調整力

 実需給断面で運用するために、一般送配電事業者が活用できる調整力である「電源Ⅰ」と「電源Ⅱの余力」で
上げ調整力をゲートクローズ時点で確保する必要がある。

※ 小売電気事業者が電源Ⅲで予備力を確保していた場合には、余力があったとしても一般送配電事業者が調整力として活
用することはできない。

 実需給断面で調整力として活用できるよう、発電機が並列されているなど３０分コマ内で応動できる状態の電
源等が必要となる。

時間内変動

※１ 本来の需要から太陽光（余剰購入）の
自家消費分を除いたもの

再エネ予測誤差

電源脱落（直後）

電源
Ⅰ

電源
Ⅱ

電源Ⅲ

実需給時点
供給



8上げ調整力必要量の考え方

電源Ⅱ＋電源Ⅲ

残余需要実績

残余需要予測誤差＋時間内変動残余需要予測値
＝（需要予測値

－再エネ予測値） 調整力で対応

 実需給断面においては、各種計画値からの各種予測誤差や変動などに対応できるだけの調整力を確保する
必要がある。

 対応する変動要因はこれまで整理してきたとおり、「需要に関するもの」、「電源脱落に関するもの」、「再エネ
出力変動に関するもの」とし、以下の変動要因に対応できる調整力をエリア内で確保することを基本として、
上げ調整力必要量を算定する。

 予測誤差 ： 需要予測誤差、再エネ出力予測誤差 ⇒ 残余需要予測誤差

 変動 ： 需要変動、再エネ出力変動 ⇒ 残余需要の時間内変動
電源脱落 ⇒ 電源脱落（直後）



9（参考）実需給断面において対応すべき各変動要因イメージ

出所）第７回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/files/chousei_jukyu_07_02.pdf

 「需要予測誤差」と「再エネ出力予測誤差」は「残余需要の予測誤差」として算出。
 「需要変動」と「再エネ出力変動」は「残余需要の時間内変動」として算出。



10（参考）エリア内で確保する調整力の考え方について

出所）第７回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２に注釈を追記
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/files/chousei_jukyu_07_02.pdf

※ 電源脱落（継続）のエリア内で不足する分は、アデカシーを前提に小売事業者が確保しているものとしてエリア外に期待する。



11（参考）必要供給予備力

 電気事業者から提供された供給計画をとりまとめ、需要に対して適切な供給力が確保されているかというアデ
カシーの評価（需給バランス評価）を行う際に用いる指標とその基準値の見直しについては、本機関にて検討
を進めているところである。

 現時点では、各エリアの供給力※１とエリア需要を基に、エリアごとに予備率※２が８％以上あること（沖縄エリア
除く）を基準として評価を行っている。

※１ 供給力とは、最大３日平均電力発生時に安定的に見込める供給能力

※２ 予備率とは、予備力（供給力－最大３日平均電力）を最大３日平均電力で除したもの

最大3日
平均電力

(H3)

必要供給
予備力

【8～10%】

H3需要の【108～110%】

想定需要 供給力

偶発的需給変動対応
【7%】

持続的需要変動対応
【1～3%】

※【 】内の数字は供給予備力必要量の検討において見直しを検討している数字

電源Ⅱ・Ⅲ

電源Ⅰ



12（参考）２０１６年度 電源Ⅰ必要量算定の基本的な考え方

出所）第７回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/files/chousei_jukyu_07_02.pdf



13（参考）２０１６年度 電源Ⅰ必要量の検討結果について ①

出所）第８回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料３－１
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/files/chousei_jukyu_08_03_01.pdf



14（参考）２０１６年度 電源Ⅰ必要量の検討結果について ②

出所）第８回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料３－１
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/files/chousei_jukyu_08_03_01.pdf



15（参考）２０１６年度 電源Ⅰ必要量の検討結果について ③

出所）第８回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料３－１
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/files/chousei_jukyu_08_03_01.pdf



16（参考）２０１６年度 電源Ⅰ必要量について

電力・ガス基本政策小委員会（第１回） （平成28年10月18日開催） 資料６
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kiho
n/pdf/001_06_00.pdf

平成２９年度供給計画取りまとめ （https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/files/170330_torimatome.pdf）によると、
平成２９年度の小売電気事業者の供給力確保比率（８月、送電端）は103.6％。
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（２） 電源Ⅰ必要量の算定について



18（参考）今回使用するデータについて

出所）第１９回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2017/files/chousei_jukyu_19_02.pdf

 使用するデータについては、前回委員会の算定に使用したものと同様である。



19（参考）算出方法（想定需要について）

 電源Ⅰの募集については、各一般送配電事業者が長期（年間）をベースに募集し、各月の必要量を確保でき
る範囲内で定期点検等、一定の補修停止を認めることとしている。

 そのため、電源Ⅰ必要量の算定に当たっては、各エリアのＨ３需要に対する％値として算出するものとする。

 Ｈ３需要には以下に示す平成２８年度供給計画の第１年度における想定需要（以下、「エリアごとのＨ３需要」と
いう）を用いるものとする。

北海道※ 東北※ 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

5,100 13,530 52,470 24,280 4,950 26,340 10,560 5,040 15,180

出所）制度設計専門会合（第９回） 資料６－１
http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/009_06_01.pdf

（単位：MW）

※冬季の値
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（空白）
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（２）－１ 電源Ⅱの余力に期待できない時間帯について



22電源Ⅱの余力に期待できない時間帯について

 一般送配電事業者が調整力として「電源Ⅰ」および「電源Ⅱの余力」を活用する現在の仕組みのもとでは、実
需給断面において電源Ⅱの余力に期待できるかどうかが電源Ⅰの必要量に影響を与える。

 そのため、前回委員会において、前年度の考えも踏まえ、電源Ⅱの余力に期待できない時間帯を「各日の中
で残余需要ピークの高い時間帯」とし、電源Ⅱの余力に期待できない日を「各月の中で残余需要が高い日」と
して算定結果を提示させていただくことを提案した。

出所）第１９回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2017/files/chousei_jukyu_19_02.pdf



23（参考）残余需要が残余需要ピークを下回っている時間帯

出所）第１９回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2017/files/chousei_jukyu_19_02.pdf



24（参考）ピーク需要がＨ３需要を下回っている日

出所）第１９回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2017/files/chousei_jukyu_19_02.pdf



25

（２）－２ 小売電気事業者の需要予測誤差について



26小売電気事業者の需要予測誤差について

 小売電気事業者が高めの需要予測をする傾向があり、需要予測誤差の平均値において０からの偏差が生じ
ているが、偏差が解消する可能性を考慮してゼロ点補正することについて、前回委員会で提示した。

 ゼロ点補正の要否を確認するため、小売電気事業者の需要予測誤差の平均値の推移について確認した。

出所）第１９回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2017/files/chousei_jukyu_19_02.pdf



27小売電気事業者の需要予測誤差（２０１６年４月からの推移）

 残余需要が残余需要ピークの９５％以上の時間帯を対象とした場合の小売需要予測誤差平均値の推移は下
図のとおり。

 ２０１６年度前半に見られたような大きな誤差は生じなくなってきているが、需要計画値＞需要実績値（需要予
測誤差平均値がマイナス）である傾向に変化は見られない。

需要予測誤差平均値（残余需要ピークの９５％以上）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

小
売

電
気

事
業

者
の

需
要

予
測

誤
差

平
均

値
［
％

］

‐5.0

‐4.0

‐3.0

‐2.0

‐1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

2016年度 2017年度

※ エリアごとのＨ３需要に対する割合
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北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

2016年度

４月 -0.67 0.17 -1.37 -0.90 -0.05 -0.23 -0.01 -2.12 0.51 

５月 0.94 -0.99 -3.92 -0.64 0.05 -0.72 0.63 -1.62 0.33 

６月 0.86 -0.37 -4.06 -0.93 -0.28 -0.96 -0.33 -1.00 -0.06 

７月 0.93 -0.46 -3.36 -0.59 -0.48 -0.25 -0.16 -1.68 -0.38 

８月 1.99 -1.99 -3.33 -0.65 -0.84 -0.34 -0.89 -1.86 -1.33 

９月 2.02 -1.30 -2.61 -0.52 -0.32 -0.32 0.31 -0.98 -0.36 

１０月 -0.49 -1.58 -2.20 -0.35 -0.39 -0.16 -0.75 -1.04 -0.92 

１１月 -0.47 -0.93 -1.23 -0.24 0.00 -0.08 0.20 -1.11 0.27 

１２月 -0.57 -0.88 -1.88 0.08 -0.40 -0.45 0.14 -1.33 -0.09 

１月 -1.43 -1.77 -2.11 0.13 -0.17 0.15 0.16 -1.60 -0.11 

２月 -1.36 -2.08 -2.29 0.07 -0.29 -0.47 -0.38 -1.99 -0.65 

３月 -1.27 -0.32 -1.77 -0.33 -0.02 -0.06 0.22 -1.68 0.15 

2017年度

４月 -1.23 -2.03 -1.16 -0.26 0.16 -0.27 0.08 -1.50 -1.34 

５月 -0.64 -2.69 -1.67 -0.54 0.01 -0.39 -0.46 -1.67 -2.10 

６月 -0.16 -2.50 -1.54 -0.61 -0.16 -1.06 -0.59 -1.56 0.20 

（参考）（残余需要が残余需要ピークの９５％以上の時間帯対象）
小売電気事業者の需要予測誤差平均値

（赤字はエリアの最大・最小値）

※ エリアごとのＨ３需要に対する％値
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‐5.0

‐4.0

‐3.0

‐2.0

‐1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

2016年度 2017年度

（参考）（残余需要ピーク２コマ対象）
小売電気事業者の需要予測誤差平均値の推移

 残余需要ピーク２コマを対象とした場合の小売需要予測誤差平均値の推移は下図のとおり。

 残余需要が残余需要ピークの９５％以上となる時間帯を対象とした場合と大きな傾向の変化は見られない。

需要予測誤差平均値（残余需要ピーク２コマ対象）

小
売

電
気

事
業

者
の

需
要

予
測

誤
差

平
均

値
［
％

］

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

※ エリアごとのＨ３需要に対する割合
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北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

2016年度

４月 -1.06 -0.55 -1.26 -1.03 0.30 0.15 0.22 -2.56 0.13 

５月 0.32 -1.19 -3.30 -0.61 0.30 -0.65 0.65 -1.66 0.22 

６月 0.97 -0.23 -3.92 -0.89 -0.19 -0.94 -0.03 -0.88 0.38 

７月 0.74 -0.43 -2.44 -0.55 -0.21 0.17 0.21 -1.62 -0.01 

８月 2.23 -1.78 -2.72 -0.94 -0.47 0.00 -0.71 -1.73 -1.08 

９月 2.26 -1.16 -1.93 -0.26 -0.30 -0.10 0.63 -1.15 -0.03 

１０月 -0.30 -1.77 -1.94 -0.47 -0.43 0.23 -0.86 -0.91 -1.15 

１１月 -0.42 -0.98 -1.50 -0.27 0.01 -0.11 0.18 -1.14 0.14 

１２月 -0.27 -1.31 -2.01 0.06 -0.23 -0.49 0.26 -1.53 -0.22 

１月 -1.66 -2.35 -2.14 0.14 -0.13 0.44 0.31 -1.86 0.18 

２月 -1.64 -2.12 -2.27 0.24 -0.26 -0.40 -0.31 -2.79 -0.57 

３月 -0.93 -0.46 -1.77 -0.10 0.04 -0.01 0.65 -1.86 0.25 

2017年度

４月 -1.12 -2.12 -0.99 -0.12 0.28 -0.37 0.24 -1.51 -1.74 

５月 -1.15 -2.89 -1.55 -0.77 -0.23 -0.31 -0.43 -1.61 -2.19 

６月 -0.34 -2.50 -1.08 -0.68 -0.27 -0.88 -0.19 -1.09 0.15 

（参考）（残余需要ピーク２コマ対象）
小売電気事業者の需要予測誤差平均値

（赤字はエリアの最大・最小値）

※ エリアごとのＨ３需要に対する％値



31小売電気事業者の需要予測誤差偏差に対するゼロ点補正の考え方について

 小売電気事業者の需要予測誤差の平均値は２０１６年度前半に見られたような大きな誤差は生じなくなり、概
ねマイナス２％程度以内に収まる傾向にあるが、まだ一部ではマイナス２％を超過しているエリアも見られる。

 需要計画値＞需要実績値（需要予測誤差平均値がマイナス）である傾向に変化は見られない。

 前回委員会で以下のご意見をいただいた。

 インバランス料金制度において、事業者が同時同量を達成するためのインセンティブが働くような制度の見直
しの取り組み等により、小売電気事業者がこれまで以上にインバランスを発生させないように需要予測するの
であれば、誤差がなくなることはないものの、誤差の平均値は０に近付いていく可能性はあるとも考えられる。

 上げ調整力必要量の算定においては、これまでに集約したデータを使用することから、安定供給確保の観点
から基本的にはゼロ点補正することとし、補正量が把握できるように記載する。

「⾃然体であれば予測誤差の平均値は将来的にゼロになっていくはずだとは考えずに検討するべき。⼀⽅でゼロ点補
正をすること⾃体には合理的な側⾯もあり、（中略）ゼロ点補正をしたうえでどれくらい予測誤差があるかを⾒るの
が重要であるため、総量がどれくらい必要なのか検討する際に予測誤差の平均値が将来的にはゼロになるということ
を前提にすべきではないという話と今回の提案は独⽴に考えることができ、今回の提案は⾮常に合理的である。この
⽅向で進めるのが良いのではないか。」（松村委員）

「現状マイナスになっている需要予測誤差の平均値が、ゼロに近づくものと考えて良いのか検討していただくことも
重要ではないか。需要予測誤差分についてはこれだけの余⼒が必要であると⾔いながらも、現実には常にマイナスの
予測誤差が出ていて、その分余⼒があるとすれば実際の運⽤とのずれが発⽣するため、ゼロ点補正の理論については
改めて整理していただきたい。」（沖委員）

「資源エネルギー庁でインバランスの計算式を10⽉から変える⽅向で動いているため⼩売電気事業者の予測の在り
⽅も来年から変わる可能性もあり、それをどう読むのか。」（恒藤オブザーバー）



32（参考）インバランス料金の当面の見直しについて

出所）電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会（第９回） 資料３
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/009_03_00.pdf



33（参考）インバランス料金の当面の見直しについて

出所）電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会（第９回） 資料３
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/009_03_00.pdf



34（参考）インバランス料金制度の運用状況の監視について

出所）電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会（第９回） 資料３
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/009_03_00.pdf



35（参考）インバランス料金制度の運用状況の監視について

出所）電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会（第９回） 資料３
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/009_03_00.pdf



36（参考）インバランス単価の算定方式

出所）電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第１８回） 資料４
http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/018_04_00.pdf



37

（２）－３ 再エネ予測の前々日予測と前日予測について



38

（空白）



39再エネ予測の前々日予測と前日予測の考え方について

 前回委員会にて再エネ予測誤差に前日予測を使用して、上げ調整力必要量を算定する案を示したが、以下の
ご意見をいただいた。

 ＦＩＴ制度のもとでは、一般送配電事業者が再エネの前々日予測誤差と実績の差分を調整力で補填しているこ
とを考慮すると、２０１７年度の調整力公募においては再エネの前々日予測を使用して上げ調整力必要量を算
定する方が良いと考えられることから、ＦＩＴ①の再エネ予測は前々日予測を使用することでどうか。

「停⽌させているユニットが、コンベンショナルな⽯油⽕⼒やLNG⽕⼒等、⽐較的効率性の悪いユニットだとする
と、起動までに1⽇半から2⽇程度かかる。そういった電源Ⅱがあったとして、例えば3⽇前から⼀般送配電事業者が
⼩売電気事業者に並列を指令しておけば⾃由度が⾼まるということになる。そういう意味では、再エネの予測誤差
も、前⽇に、前⽇予測と前々⽇予測の誤差分の調整を⾏うのは、新たに並列させるという観点からすると実態として
難しいのではないか。既に並列されているものを使って調整するということであれば可能だが、電源Ⅱが前⽇・前々
⽇にどのような状態であるのかという点が実運⽤上重要であると感じた。」（塩川委員）

「⼀般送配電事業者が『発電実績』と『前々⽇の再エネ予測』の差分を調整する必要がある」というルールになって
いるため、再エネ予測誤差の評価もこれまでのようにルールどおり⾏っていくべきではないか。その上で、他の残余
需要の誤差や時間内変動の全体を含めて、電源Ⅱにどれくらい期待できるかといった⾒⽅をするのではないか。」
（平岩委員）



40（参考）再エネ予測誤差の算定方法の見直しについて

出所）第１９回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2017/files/chousei_jukyu_19_02.pdf



41（参考）再エネ予測誤差 （Ｈ３需要に対する割合）

※ エリアごとのＨ３需要に対する％値
※ ２０１６年４月～２０１７年３月のデータ

 ここでは上げ調整力が必要な方向を正（＋）とするため、「再エネ予測誤差＝ＦＩＴ①再エネ予測値－ＦＩＴ①再エネ実績値」に
て計算。 ※P18の式とは符号が反対。

 FIT①再エネ予測値に、前々日予測値を使用した場合と前日予測値を使用した場合それぞれの再エネ予測誤差の２σ相当
値を計算。

<<残余需要が残余需要ピークの95％以上の時間帯対象>>

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州
９エリア

単純平均

（Ａ）再エネ前々日予測 4.5 4.2 3.7 6.1 3.0 3.8 3.6 5.7 5.4 4.5

（B）再エネ前日予測 3.3 3.8 2.1 3.9 2.0 2.7 3.4 4.8 4.7 3.4

（Ｂ）－（Ａ） -1.2 -0.4 -1.6 -2.2 -1.0 -1.1 -0.1 -0.9 -0.7 -1.0

<<残余需要ピーク２コマ対象>>

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州
９エリア

単純平均

（Ａ）再エネ前々日予測 2.8 3.9 3.2 5.6 2.9 2.8 2.8 3.0 1.2 3.1

（B）再エネ前日予測 1.7 3.4 1.3 2.9 1.7 2.1 2.8 2.8 1.2 2.2

（Ｂ）－（Ａ） -1.1 -0.5 -1.9 -2.6 -1.2 -0.7 0.0 -0.2 -0.1 -0.9



42（参考）再エネ予測誤差 （再エネ設備導入容量に対する割合）

<<残余需要が残余需要ピークの95％以上の時間帯対象>>

<<残余需要ピーク２コマ対象>>

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州
９エリア

単純平均

（Ａ）再エネ前々日予測 13.1 13.2 19.3 22.2 17.4 21.3 10.3 13.1 10.9 15.6

（B）再エネ前日予測 9.6 12.0 10.9 14.2 11.5 15.2 9.9 10.9 9.5 11.5

（Ｂ）－（Ａ） -3.5 -1.2 -8.4 -8.0 -5.8 -6.1 -0.4 -2.1 -1.4 -4.1

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州
９エリア

単純平均

（Ａ）再エネ前々日予測 8.1 12.1 16.6 20.3 16.7 15.9 8.2 6.8 2.5 11.9

（B）再エネ前日予測 4.4 5.0 9.3 14.2 9.4 7.6 3.2 3.5 1.4 6.4

（Ｂ）－（Ａ） -3.7 -7.2 -7.3 -6.1 -7.2 -8.3 -5.1 -3.3 -1.0 -5.5

※ エリアごとの２０１７年３月末再エネ設備導入容量に対する％値
※ ２０１６年４月～２０１７年３月のデータ

 ここでは上げ調整力が必要な方向を正（＋）とするため、「再エネ予測誤差＝ＦＩＴ①再エネ予測値－ＦＩＴ①再エネ実績値」に
て計算。 ※P18の式とは符号が反対。

 FIT①再エネ予測値に、前々日予測値を使用した場合と前日予測値を使用した場合それぞれの再エネ予測誤差の２σ相当
値を計算。



43（参考）再エネ設備（太陽光・風力）導入容量

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

2016年3月末

太陽光 993 2,514 8,312 5,287 569 3,736 2,609 1,735 6,167

風力 320 945 249 249 148 156 301 152 473

風力＋太陽光 1,313 3,459 8,560 5,536 717 3,891 2,910 1,886 6,640

2017年3月末

太陽光 1,127 3,123 10,045 6,378 709 4,376 3,261 2,035 7,068

風力 354 1046 269 321 156 154 349 152 495

風力＋太陽光 1,481 4,170 10,314 6,700 865 4,530 3,610 2,187 7,563

2017年3月末
－2016年3月末

太陽光 134 610 1,733 1,091 140 641 651 301 901

風力 34 101 20 72 8 -2 48 0 22

風力＋太陽光 168 711 1,754 1,164 148 638 700 301 923

資源エネルギー庁 固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイトをもとに作成
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/statistics/index.html

※ 一般送配電事業者の供給区域に応じて、都道府県単位で各エリアの設備量として集計
※ 複数の一般送配電事業者の供給区域となっている場合は、主たる一般送配電事業者のエリアに加算
※ ただし、静岡県については、市町村別で東京エリアと中部エリアに配分

（単位：ＭＷ）



44（参考）平成２８年度末エリア別の電源（ｋＷ）構成比

出所）平成２９年度供給計画の取りまとめ
https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/files/170330_torimatome.pdf



45

（２）－４ 上げ調整力必要量算定結果
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（空白）



47

 沖縄以外の９エリアについて、以下のケースで上げ調整力必要量（エリア内確保分）の算定を行った。

 対象データ：２０１６年７月～２０１７年６月 （至近１年間のデータを使用）※１

 「時間内変動＋３σ相当値」、「残余需要誤差＋２σ相当値」、「電源脱落（直後）」の合算値を算定

 残余需要誤差のゼロ点補正あり

 ＦＩＴ①の再エネ予測は前々日予測値を使用

※１ データは２０１６年４月～２０１７年６月があるが春の評価だけ2年分となると春の影響を強く受けた結果になることを回避すること、および春

の誤差は各エリアとも小さくなる傾向があったことから至近１年のデータを用いることとした。
※ 時間内変動については周波数調整機能付きの調整力で対応するものであり、必要な調整力をエリア内で確保すべきであるものの、年間で

確保する電源Ⅰにおいて、最大値まで評価するのは過大とも考えられることから、一定程度は電源Ⅱの余力に期待することとし、「＋３σ相
当値」を使用する。

※ 残余需要の予測誤差に対応する調整力もエリア内で確保することが基本であるが、当日の運用において予測誤差の傾向を把握できるた
め、電源Ⅰだけでは不足することが予想される場合には運用での対応が可能と考えられることから、電源Ⅱの余力および不足する場合はエ
リア外などに期待することを可能とし、「＋２σ相当値」を使用する。

ケース１ ケース２ ケース３ ケース４

分析対象日 ３６５日 ３６５日
各月の残余需要が

高い日３日
（３日×１２ヶ月）

各月の残余需要が
高い日３日

（３日×１２ヶ月）

分析対象コマ
残余需要が残余需要
ピークの９５％以上

残余需要ピーク２コマ
残余需要が残余需要
ピークの９５％以上

残余需要ピーク２コマ

サンプル数 約３，０００ ７３０ 約３００ ７２

上げ調整力必要量算定ケース



48上げ調整力必要量算定結果

 沖縄以外の９エリアの試算結果は下表のとおり。

 エリアによって算定値が大きくなるケースは分かれるが、分析対象コマの少ないケース４が算定値が小さくな
る傾向がうかがえる。

 分析対象のコマ数や日数が多いと、特異なデータの影響を受けにくくなる一方で、電源Ⅱの余力に期待できる
可能性の高い変動まで含めてしまうことになるとも考えられる。

※ コマ数を減らすることにより日没後のデータとなるため、再エネの影響が少なくなり、算定値が小さくなると考えられる。

 各月の残余需要の高い日を対象とすることにより、電源Ⅱの余力に期待できない可能性が高い変動を対象に
できると考えられるが、データ数が少なくなることから特異なデータの影響を受けている可能性も考えられる。

 より高需要の時間帯にコマ数を絞り込んでいくと算定値は小さくなる傾向にあるが、１年分とサンプル数が少な
いことから特異なデータや、この時間帯に偶然変動量が少なかった可能性もあり、複数のケースのデータを参
照しながら必要量を考える必要があるか。

※１ 残余需要ピーク

対象日 対象ｺﾏ 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州
９エリア

単純平均

ケース１ ３６５日 ﾋﾟｰｸ※１の95％以上 12.3 10.5 7.7 9.3 8.1 7.3 8.9 8.6 9.1 9.1

ケース２ ３６５日 ﾋﾟｰｸ※１２コマ 11.2 10.3 6.5 9.0 7.5 6.1 8.9 6.4 8.1 8.2

ケース３
各月の残余需
要が高い３日

ﾋﾟｰｸ※１の95％以上 9.7 10.7 8.7 8.7 8.0 6.7 8.8 9.7 9.2 8.9

ケース４
各月の残余需
要が高い３日

ﾋﾟｰｸ※１２コマ 8.8 8.9 6.9 6.8 6.9 6.1 8.1 7.0 7.4 7.4

※ エリアごとのＨ３需要に対する％値



49（参考）ケース１における上げ調整力必要量の内訳

内訳 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州
９エリア

単純平均

（ⅰ）残余需要予測誤差※１ 6.9 6.2 3.8 5.3 3.6 3.7 4.3 5.0 5.3 4.9

（ⅱ）時間内変動 3.5 2.4 2.0 2.4 2.9 2.0 3.0 2.1 2.2 2.5

（ⅲ）電源脱落 1.9 1.9 1.9 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.7

合計
（ⅰ）＋（ⅱ）＋（ⅲ）

12.3 10.5 7.7 9.3 8.1 7.3 8.9 8.6 9.1 9.1

【参考】ゼロ点補正量 0.0 -1.2 -1.9 0.2 0.0 -0.2 -0.1 -1.4 -0.2 -0.6

残余需要予測誤差 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州
９エリア

単純平均

（ⅳ）小売需要予測誤差※１ 5.5 4.9 3.4 2.7 2.8 3.3 3.5 3.8 4.0 3.8

（ⅴ）ＦＩＴ①予測誤差※１，２ 3.6 3.8 3.5 5.2 2.7 2.7 3.0 3.3 4.3 3.6

※ エリアごとのＨ３需要に対する％値
※ 四捨五入の関係で上記２表の数値の小数点第１位が合わないことがある。
※１ ゼロ点補正ありの数値を記載。不等時性から、（ⅳ）＋（ⅴ）が（ⅰ）と一致しない。
※２ Ｐ４１と同様に「ＦＩＴ①再エネ予測値－ＦＩＴ①再エネ実績値」の２σ相当値を記載



50（参考）ケース２における上げ調整力必要量の内訳

内訳 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州
９エリア

単純平均

（ⅰ）残余需要予測誤差※１ 6.2 5.6 3.2 4.5 3.4 3.2 3.7 3.3 3.9 4.1

（ⅱ）時間内変動 3.2 2.8 1.4 2.9 2.5 1.4 3.6 1.5 2.6 2.4

（ⅲ）電源脱落 1.9 1.9 1.9 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.7

合計
（ⅰ）＋（ⅱ）＋（ⅲ）

11.2 10.3 6.5 9.0 7.5 6.1 8.9 6.4 8.1 8.2

【参考】ゼロ点補正量 -0.1 -1.6 -1.7 0.0 0.1 -0.1 0.1 -1.6 -0.6 -0.6

残余需要予測誤差 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州
９エリア

単純平均

（ⅳ）小売需要予測誤差※１ 5.2 4.6 3.0 2.8 2.7 2.9 3.3 3.3 4.0 3.5

（ⅴ）ＦＩＴ①予測誤差※１，２ 2.0 3.0 2.3 5.3 2.5 2.0 2.3 1.1 1.3 2.4

※ エリアごとのＨ３需要に対する％値
※ 四捨五入の関係で上記２表の数値の小数点第１位が合わないことがある。
※１ ゼロ点補正ありの数値を記載。不等時性から、（ⅳ）＋（ⅴ）が（ⅰ）と一致しない。
※２ Ｐ４１と同様に「ＦＩＴ①再エネ予測値－ＦＩＴ①再エネ実績値」の２σ相当値を記載



51（参考）ケース３における上げ調整力必要量の内訳

内訳 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州
９エリア

単純平均

（ⅰ）残余需要予測誤差※１ 4.9 6.5 5.1 4.5 3.7 3.4 4.7 6.3 5.5 4.9

（ⅱ）時間内変動 2.9 2.3 1.8 2.6 2.8 1.7 2.5 1.8 2.1 2.3

（ⅲ）電源脱落 1.9 1.9 1.9 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.7

合計
（ⅰ）＋（ⅱ）＋（ⅲ）

9.7 10.7 8.7 8.7 8.0 6.7 8.8 9.7 9.2 8.9

【参考】ゼロ点補正量 1.2 -0.3 -1.5 1.1 0.0 0.3 0.6 -1.0 -0.1 0.0

残余需要予測誤差 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州
９エリア

単純平均

（ⅳ）小売需要予測誤差※１ 4.2 5.7 4.4 2.9 3.3 3.9 3.6 3.7 3.9 4.0

（ⅴ）ＦＩＴ①予測誤差※１，２ 2.3 3.7 2.9 5.6 3.8 2.4 3.2 6.0 4.4 3.8

※ エリアごとのＨ３需要に対する％値
※ 四捨五入の関係で上記２表の数値の小数点第１位が合わないことがある。
※１ ゼロ点補正ありの数値を記載。不等時性から、（ⅳ）＋（ⅴ）が（ⅰ）と一致しない。
※２ Ｐ４１と同様に「ＦＩＴ①再エネ予測値－ＦＩＴ①再エネ実績値」の２σ相当値を記載



52（参考）ケース４における上げ調整力必要量の内訳

内訳 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州
９エリア

単純平均

（ⅰ）残余需要予測誤差※１ 5.1 4.9 4.1 3.6 3.0 3.3 4.4 4.0 3.9 4.0

（ⅱ）時間内変動 1.8 2.1 0.9 1.7 2.3 1.2 2.1 1.4 1.9 1.7

（ⅲ）電源脱落 1.9 1.9 1.9 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.7

合計
（ⅰ）＋（ⅱ）＋（ⅲ）

8.8 8.9 6.9 6.8 6.9 6.1 8.1 7.0 7.4 7.4

【参考】ゼロ点補正量 1.0 -1.0 -1.4 1.1 0.2 0.4 0.6 -1.1 -0.3 -0.1

残余需要予測誤差 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州
９エリア

単純平均

（ⅳ）小売需要予測誤差※１ 4.5 3.9 3.6 3.2 2.1 3.1 3.5 3.5 3.8 3.5

（ⅴ）ＦＩＴ①予測誤差※１，２ 0.9 2.1 2.3 6.2 4.1 2.2 3.0 2.8 4.9 3.2

※ エリアごとのＨ３需要に対する％値
※ 四捨五入の関係で上記２表の数値の小数点第１位が合わないことがある。
※１ ゼロ点補正ありの数値を記載。不等時性から、（ⅳ）＋（ⅴ）が（ⅰ）と一致しない。
※２ Ｐ４１と同様に「ＦＩＴ①再エネ予測値－ＦＩＴ①再エネ実績値」の２σ相当値を記載



53（参考）全時間帯において
最大、次点、次々点の残余需要誤差と時間内変動が発生した日時について

※１ 電源脱落とゼロ点補正は考慮せず。エリアごとのＨ３需要に対する％値 ※２ 広域機関ＨＰの系統情報サービスの速報値を使用

エリア 年月日 時刻
残余需要誤差＋

時間内変動（％）※１
該当月のH3需要（第1
年度計画需要，ＭＷ）

①エリア需要実績
（ピーク時，ＭＷ）※２

②ピーク時供
給力（ＭＷ）※２

予備率実績（ＭＷ）
（②－①）／①※２

北海道

最大 2016/7/6 12:00 ～ 12:30 21.6 4,160 3,298 4,613 39.9

次点 2016/7/6 12:30 ～ 13:00 19.9 4,160 3,298 4,613 39.9

次々点 2016/7/6 10:30 ～ 11:00 19.4 4,160 3,470 4,613 32.9

東北

最大 2017/1/16 12:00 ～ 12:30 14.7 13,530 12,588 16,497 31.1

次点 2017/1/16 10:00 ～ 10:30 13.8 13,530 13,867 16,497 19.0

次々点 2017/1/16 12:30 ～ 13:00 13.7 13,530 12,588 16,497 31.1

東京

最大 2017/3/23 12:00 ～ 12:30 11.0 44,270 35,081 43,068 22.8

次点 2017/3/27 12:00 ～ 12:30 10.7 44,270 42,846 47,600 11.1

次々点 2017/3/14 12:00 ～ 12:30 10.5 44,270 38,947 45,238 16.2

中部

最大 2016/9/8 16:00 ～ 16:30 19.1 22,780 20,723 22,309 7.7

次点 2016/9/8 16:30 ～ 17:00 18.2 22,780 20,723 22,309 7.7

次々点 2017/3/23 10:00 ～ 10:30 16.1 21,000 19,099 21,101 10.5

北陸

最大 2016/11/17 12:00 ～ 12:30 8.2 4,170 3,781 4,740 25.4

次点 2016/7/4 12:00 ～ 12:30 8.0 4,950 3,693 4,935 33.6

次々点 2017/4/17 12:30 ～ 13:00 7.9 3,980 3,179 4,287 34.9

関西

最大 2017/2/11 12:00 ～ 12:30 11.6 24,770 19,240 24,514 27.4

次点 2017/2/1 11:30 ～ 12:00 10.1 24,770 22,863 26,031 13.9

次々点 2017/2/1 11:00 ～ 11:30 8.9 24,770 22,863 26,031 13.9

中国

最大 2017/2/1 11:00 ～ 11:30 16.0 9,970 9,330 10,972 17.6

次点 2017/2/1 10:30 ～ 11:00 15.5 9,970 9,590 10,972 14.4

次々点 2017/3/1 13:30 ～ 14:00 14.5 8,960 8,154 9,998 22.6

四国

最大 2017/2/1 12:00 ～ 12:30 18.6 4,660 3,797 4,634 22.0

次点 2017/2/1 13:30 ～ 14:00 18.1 4,660 3,938 4,634 17.7

次々点 2017/2/1 12:30 ～ 13:00 16.9 4,660 3,797 4,634 22.0

九州

最大 2017/3/1 12:00 ～ 12:30 24.3 12,300 10,708 13,804 28.9

次点 2017/3/1 11:30 ～ 12:00 23.1 12,300 11,392 13,804 21.2

次々点 2017/6/22 13:30 ～ 14:00 21.6 12,120 10,645 12,899 21.2



54（参考）各エリアにおける残余需要のピーク時間帯（北海道、東北）
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55（参考）各エリアにおける残余需要のピーク時間帯（東京、中部）
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56（参考）各エリアにおける残余需要のピーク時間帯（北陸、関西）
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57（参考）各エリアにおける残余需要のピーク時間帯（中国、四国）
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58（参考）各エリアにおける残余需要のピーク時間帯（九州）
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（３） 電源Ⅰ必要量について（沖縄エリア以外）



60電源Ⅰ必要量について（沖縄エリア以外） ①

 至近１年間の変動実績等の分析により実需給断面で必要な上げ調整力必要量の算定を行った結果、より高
需要の時間帯にコマ数を絞り込んでいくと算定値は小さくなる傾向となったが、１年分とサンプル数が少ないこ
とから特異なデータや、この時間帯に偶然変動量が少なかった可能性もあることと、調整力の公募調達が始
まったのは２０１７年４月からであり電源Ⅱの活用状況の分析が十分にできていないことから、どのケースが定
かか決めるのは現時点では難しく、複数のケースのデータを参照しながら必要量を考える必要があるか。

 より高需要の時間帯に絞り込んだケースから上げ調整力は少なくとも７％程度必要であると考えられる。一方
で、７％を超過する値も見られるが、電源Ⅱ余力を活用できる分も含まれている可能性がある。また、調整力
の公募調達が始まった２０１７年４月から現時点まで７％の電源Ⅰで運用されてきた実態がある。

※ 各エリアの変動量が最も大きい時間帯の需給状況から、需要が想定より低く十分な供給力を確保して運用されていたこ
とを確認した。

※ 需要実績がＨ３需要の想定値よりも低いエリアや冬季ピークのエリアがあることに留意は必要だが、各エリアで予備力を
確保できており、仮に電源脱落等が発生したとしても対応可能な状況であった。

※ 一般送配電事業者の電源Ⅰ確保量を増やすよう見直した場合には、小売電気事業者が確保できる電源が減少する虞。

 一部、必要量がやや高い値のエリアについては残余需要誤差が大きく、他エリアと比べると小売電気事業者
の需要予測誤差の影響を受ける傾向となっている。残余需要誤差が他エリアと同程度になれば、必要量も概
ね同程度になると見込まれることから、これをもってこのエリアに特段の対応が必要とまでは言えないのでは
ないか。

 以上より、今回の算定結果をもって２０１７年度の調整力公募における電源Ⅰ必要量を７％から見直す必要が
あるとまで言えないのではないか。



61電源Ⅰ必要量について（沖縄エリア以外） ②

 なお、小売電気事業者の確保分が含まれる偶発的需給変動とは異なり、上げ調整力は一般送配電事業者が
実需給断面で各誤差や変動に対応するものであることから、本来自ら確保すべきものである。小売電気事業
者の予備力が市場取引等に活用されることなく、常にエリア内に確保されているのであれば、電源Ⅱとして活
用できる可能性はある。しかしながら、来年度常に確保されるかは小売電気事業者の行動次第であり、定か
ではない。

 そのため、少なくとも７％程度はあると今回算定した実需給断面で必要となる上げ調整力を、一般送配電事業
者が全量確保することでどうか。

※ 昨年度は、小売電気事業者が確保すべき調整力と一般送配電事業者が確保すべき調整力の両方が含まれる偶発的需
給変動対応の予備力を電源Ⅰの必要量としたため、供給計画から小売事業者の確保を担保できない状況を踏まえ７％と
した。

※ 小売電気事業者の予備力に係る考え方やその水準については、電力・ガス取引監視等委員会において確認・議論してい
く予定。



62電源Ⅰ必要量について（沖縄エリア以外） ③

 以上のことから、以下のことを条件に２０１７年度の電源Ⅰ必要量を２０１６年度と同様に全エリア一律で「電源
Ⅰ必要量＝最大３日平均電力 ×７％」とすることでどうか。

※ 「最大３日平均電力」の定義は当機関の需要想定要領によるものとし、上式においては平成２９年度供給計画の第２年度に
おける想定需要とする（以下、「平年Ｈ３需要」という）。

（考慮すべき条件）

 電源Ⅱの余力に期待できることを前提に電源Ⅰの必要量を決定するため、２０１６年度から公募が始まっ
たことも踏まえると電源Ⅱの確保量がどのように推移するかは注視が必要な状況であり、２０１７年度の
調整力公募における電源Ⅱの確保量が極端に減少するエリアがある場合には、追加公募等の必要性を
検討する。

 電源Ⅱの余力に期待した調整力確保に問題が認められる時は、一般送配電事業者等から状況を聴き取
り、速やかに追加公募等の必要性を検討する。

 今後も継続して、データの蓄積・分析を行う。

 仮に、調整力不足の発生または発生のおそれがある場合には、電源Ⅲへの給電指令や他エリアからの応援
融通などにより対応することとなる。

 このような事象が生じた場合は、原因が調整力不足によるものかを分析し、調整力不足と判断される場
合には、速やかに追加公募等の検討を行う。

※ 運用上実施可能な方法として記載したものであるが、電源Ⅲへの給電指令や他エリアからの応援融通は基本的に
は発生しないようにすべきであり、発生した場合は速やかな対応が必要。



63（参考）Ｈ３需要想定値と需要実績（速報値）

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

Ｈ２８年度供給計
画の第２年度の

Ｈ３想定需要
5,120※１ 13,720※１ 52,530 24,340 4,970 26,420 10,620 5,030 15,230

Ｈ２９年度供給計
画の第１年度の

Ｈ３想定需要
5,020※１ 13,410※１ 52,530 24,290 4,980 25,480 10,450 5,020 15,110

Ｈ２９年度８月
月間最大電力
（速報値）※２

3,920 12,838 53,825 23,477 4,971 25,694 10,559 5,113 15,737

（単位：MW）

※１ 冬季の値
※２ ２０１７年８月２３日現在

広域機関 系統情報サービス・需給情報関連にて公開しているデータ
http://occtonet.occto.or.jp/public/dfw/RP11/OCCTO/SD/LOGIN_login



64（参考）平成２９年度供給計画における平成３０年度予備率見通し

出所）平成２９年度供給計画取りまとめ
https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/files/170330_torimatome.pdf

連系線・他エリア
余力考慮

なし あり

北海道 20.3% 20.3%

東北 18.4% 11.6%

東京 6.3% 8.0%

東日本
３社計

9.4% 9.4%

中部 9.9% 9.9%

北陸 11.6% 11.6%

関西 9.8% 9.8%

中国 21.1% 21.1%

四国 35.7% 35.7%

九州 11.9% 11.9%

中西日本
６社計

13.2% 13.2%

９社合計 11.5% 11.5%

沖縄 53.5% 53.5%

１０社合計 11.9% 11.9%

8%以上に改善 応援したエリア8%未満

 平成２９年度供給計画における平成３０年度のエリア別予備率および予備率が８％に満たないエリアについ
て、連系線を活用した他のエリアからの供給力を考慮した場合の予備率は以下のとおり。

平成３０年度 予備率見通し（夏季：８月、送電端）

北海道 21.3%

東北 16.2%

平成３０年度予備率見通し（冬季：１月、送電端）

※ 冬季ピークのエリアのみ



65（参考）２０１６年と２０１７年の比較

出所）第１９回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2017/files/chousei_jukyu_19_02.pdf
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（空白）
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（４） 電源Ⅰ必要量について（沖縄エリア）



68電源Ⅰ必要量について（沖縄エリア）

 沖縄エリアについて、電源Ⅰ必要量を検討するうえで、考慮すべき状況の変化はないため、２０１７年度も以下
のとおりとすることでどうか。

電源Ⅰ必要量 ＝ エリア内単機最大ユニット分 ＋ 周波数制御機能あり調整力（電源Ⅰ－ａ）必要量

※ 「エリア内単機最大ユニット」は、供給区域（エリア）内の電源のうち、出力が最大である単一の電源をいう。

※ 電源Ⅰ－ａ必要量は沖縄電力の算定による。

時間内変動

予測誤差

周波数制御機能付き
（電源Ⅰ－ａ）

電源脱落
（継続）

電源Ⅰ

時間内変動

予測誤差

 ２０１６年度は、沖縄エリアについては、単独系統でありエリア外には期待できないことを踏まえ、一般送配電
事業者（沖縄電力）が算出する電源Ⅰ－ａ必要量（周波数制御機能付き必要量）に単機最大ユニット相当量を
足した量を電源Ⅰ必要量とすることとした。

出所）第８回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料３－１をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/files/chousei_jukyu_08_03_01.pdf

沖縄エリアについては、電源Ⅰ－ａ必要
量には「電源脱落（直後）」分は含まれな
い。電源脱落発生時に周波数維持でき
ない場合は、一旦停電のうえ、速やかに
「電源脱落（継続）」分の調整力にて復旧
することとなる。
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（５） 電源Ⅰ´必要量について
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（空白）



71電源Ⅰ´の確保目的

 ２０１６年度は、「厳気象Ｈ１需要」において、供給力不足が発生し、国からの特別な要請に基づく節電に期待
する（場合によっては計画停電に至る）といった状況に陥らないようにするための供給力として、電源Ⅰ´の募
集を行った。

 電源Ⅰ´は電源に限らず、ネガワット等の発動時間が数時間であるものや回数制限があるものも含む手段を
対象としており、２０１７年度も同様で良いのではないか。

出所）平成２９年度調整力の公募にかかる必要量等の考え方について
https://www.occto.or.jp/houkokusho/2016/files/20161018_chousei_hitsuyoryo_kentoukekka.pdf

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

募集量（万kW） － 9.1 59.0 19.2 － 17.0 － － 28.4
落札量（万kW） － 7.4 59.9 19.2 － 17.0 － － 28.5

（参考）電源Ⅰ´の募集量・落札量



72電源Ⅰ´必要量

 電源Ⅰ´の必要性および必要量の考え方を変えるような考慮すべき状況変化はないことから、２０１７年度も以
下のとおりとすることでどうか。

電源Ⅰ´必要量＝ （厳気象Ｈ１需要 × １０３％） － （平年Ｈ３需要 × １０１％ ＋ 電源Ⅰ必要量）
※ 算定値が０以下の場合、電源Ⅰ´募集量は０とする。

出所）平成２９年度調整力の公募にかかる必要量等の考え方について
https://www.occto.or.jp/houkokusho/2016/files/20161018_chousei_hitsuyoryo_kentoukekka.pdf
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（６） 周波数制御機能付き調整力（電源Ⅰ－ａ）
必要量算定の考え方について
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（空白）



75電源Ⅰ－ａ必要量算定の考え方

出所）第７回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/files/chousei_jukyu_07_02.pdf

 ２０１６年度の電源Ⅰ－ａの必要量は以下の考え方にて、各一般送配電事業者が算出。
 ２０１７年度も同様の考え方で電源Ⅰ－ａの必要量を算定することでどうか。

※ 電源Ⅰ－ａの算定においても電源Ⅱの余力に期待し、残余需要ピークの95％以上のコマを対象として算定（第９回委員会で報告）。



76（参考）予測誤差のうち周波数調整機能が必要な量の算出方法

出所）第７回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/files/chousei_jukyu_07_02.pdf


